
 

 

 

 

「都市と地方の財政力格差是正論」への反論 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年 11 月 

東  京  都 

 

 



は じ め に 

 

 今後、我が国が直面する少子高齢化、人口減少の中で、社会保障制度を持続可能

なものとしていくことを目的として、社会保障・税一体改革法に基づき、平成 26

年４月から消費税率の引上げが実施されることになった。 

 

この一体改革法には地方税制に関し、平成 20 年度税制改正において、税制の抜

本的改革までの暫定措置という条件で導入された「地方法人特別税及び地方法人特

別譲与税（いわゆる「法人事業税の暫定措置」）」の見直しを行うことが明記されて

いる。 

 

（社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改

正する等の法律（平成 24 年法律第 68 号）第７条第５号）（抄） 

 

 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。 

 イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在

性の小さい地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、税制の抜本的

な改革に併せて抜本的に見直しを行う。 

 ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すこ

とにより税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体を通

じて幅広く検討する。 

 

 

先般、総務省の地方財政審議会に設置された検討会が発表した「地方法人課税の

あり方等に関する検討会報告書（案）」では、「法人事業税の暫定措置継続」や「法

人住民税の一部を国税化して、交付税原資とする」という提言がなされている。 

  

 しかしながら、地方間の財政力格差の是正を名目に、地方自治体の課税権や受益

と負担の関係を無視して都市の財源を地方に回しても、真の地方の自立にはつなが

らない。 

 

この冊子は、今後、山場を迎える地方税財政制度の見直しの議論にあたり、東京

都の基本的な考え方を取りまとめたものである。 



              目 次 
 
１ 法人事業税の暫定措置は、当初の約束どおり撤廃し、地方税     

（Ｐ１）
として復元すべき 

 
◇国が三位一体改革の名のもとに地方交付税等総額を削減したことが、地方

の困窮を招いた 
 
◇国は、地方財政の困窮は、都市と地方の財政力格差に原因があると主張し、

法人事業税の暫定措置を導入した 
 
◇法人事業税の暫定措置は、受益と負担という地方税の原則に反し、地方自

治を侵害するものである 
 
◇法人事業税の暫定措置は、「税制の抜本的改革まで」という総理との約束で、

国に協力してきたものであり、今回の消費税率の引上げに併せて、当然に

撤廃されるべきである 
 
 
２ 「東京に税収が偏在しており、財政力格差の是正が必要」との

主張は、多くの誤解によるものである （Ｐ７）

  ～法人住民税の国税化・交付税原資化には反対～ 
  

 ◇地方税収の偏在度は、平成元年度の 4.9 倍が平成 23 年度には 2.5 倍となる

など、中長期的に縮小傾向にある 
 

 ◇偏在性の小さい地方消費税が拡充されることにより、暫定措置を撤廃した

としても、税収の偏在度は暫定措置導入前の３倍を超える水準から、2.5 倍

を下回る水準まで改善される 
 

 ◇地域間の税収格差を調整するのは、地方交付税の役割である 
  地方交付税による財政調整後の、東京都の人口１人当たりの一般財源は全

国の平均以下である 
 

 ◇地方税財政制度の議論は、短期間の税収動向のみをもって行うべきでない  
 

 ◇今日の都財政の健全性は、国や地方に先駆けて行財政改革に取り組んでき

た成果によるものである 
 

 ◇東京都には、地方消費税の増収を上回るだけの膨大な需要が存在している 
 



 ◇財源超過額は都財政の実態を表すものではない 
 

 ◇交付税算定上の財源超過額等の数値は、配分技術上の数字に過ぎず、税源

偏在や財政力格差を表す指標足りえない 
 

 ◇法人住民税を一部国税化することは、拡充すべき自主財源である地方税を

縮小することにほかならず、地方分権の流れに逆行する 
 
 

３ 国の成長戦略と連動しながら、日本経済の成長を牽引すること    
（Ｐ25） 

が東京の使命 

 
 ◇日本経済の再生には、経済の牽引役である東京の国際競争力を高め、より

多くの富を生み出していくことが重要である 
 

 ◇東京がその活力を高め、日本全体を牽引していくためには、取り組むべき

課題が山積している 
 
◇東京への投資は、ひとり東京だけが利益を受けるものではなく、その効果

は全国に波及する 
 

 ◇2020 年東京オリンピック・パラリンピックは東京、そして、日本の更なる

発展の起爆剤となるものである 

 

 

４ 目指すべき地方税財政制度改革の方向                
（Ｐ37） 

  ～総体としての地方税財源の拡充こそが必要～ 

 
 ◇地方財政の財源不足は、地方間での財源の水平調整では解消しない 

 
 ◇地方の真の自立には、自主財源である地方税の拡充が必要である 

 
◇必要かつ十分な地方交付税の総額の確保が必要である 
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１ 法人事業税の暫定措置は、当初の約束ど

おり撤廃し、地方税として復元すべき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



〔暫定措置導入の背景①〕 

 

 

 

国が三位一体改革の名のもとに地方交付税等総額を削減したことが、

地方の困窮を招いた 

 

○ 国は、三位一体改革において、平成 16 年度からの３年間で、地方交付税等総

額（地方交付税及び臨時財政対策債）を 5.1 兆円も削減し、地方財政に大きな打

撃を与えた。 

 

 
《地方交付税等総額（当初）の推移》 
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〔暫定措置導入の背景②〕 
 

 
  

 

国は、地方財政の困窮は、都市と地方の財政力格差に原因があると主

張し、法人事業税の暫定措置を導入した 

 

○ そもそも、全ての地方自治体が一定の行政水準を維持しうるよう交付税により

財源を保障するのは国の責任であるが、国は、三位一体改革による地方財政の困

窮は、都市と地方の財政力格差に原因があると主張し、その責任を回避した。 

 

○ 平成 20 年度税制改正において、地域間の税源偏在の是正に早急に対応するた

め、消費税を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法

人事業税の一部を分離し、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税を導入（法人

事業税の暫定措置）した。 

 
《法人事業税の暫定措置イメージ図》 
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○ 法人事業税の暫定措置により、これまで東京都が奪われた財源は、累計 

約 8,000 億円にも及ぶ。
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法人事業税の暫定措置は、受益と負担という地方税の原則に反し、 

地方自治を侵害するものである 

 

○ 法人事業税の暫定措置は、以下の点で問題のある制度である。 

 

 
問題点１ 地方税の原則に反する 

  地方税には、地方自治体が提供する公共サービスの受益に応じて税を負担する

べきという応益性の原則がある。この点、暫定措置は、国税として徴収し、人口

や従業者数といった課税根拠とは無関係な指標で税収が再配分されるため、受益

と負担の関係が分断されている。 

 

 

 
問題点２ 地方分権に逆行する  

地方が課税権を有する法人事業税を国が取り上げて再配分することは、企業誘

致など自治体の地域活性化に向けたインセンティブを阻害するなど、地方税の充

実を図るという地方分権の考え方に完全に逆行したものである。 

 

 

 
問題点３ 地方の意思を無視し、国が一方的に制度設計した  

 地方法人二税の国税化には 47 都道府県が一致して強く反対していたにもかか

わらず、国が一方的に制度設計し、断行した。 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２０年度の予算編成及び税制改正において、地方法人二税の一部を

国税として徴収し、それを再配分することなどにより、地域間の税収格

差の是正を行うといった考え方が一部にある。 

・しかし、これらの案は、地方の自立と分権型社会の構築のため、地方税

の充実を図るという地方分権の基本的な考え方に全く逆行するものであ

る。 

・このような地方分権の方向に反する税制の改悪に対しては、４７都道府

県の一致した総意としてここに改めて強く反対の意を表明する。 

《地方法人二税の国税化による税収格差の是正策に反対する緊急声明 

《参考》（平成 19 年 11 月 30 日 全国知事会） 抜粋》 
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法人事業税の暫定措置は、「税制の抜本的改革まで」という総理との

約束で、国に協力してきたものであり、今回の消費税率の引上げに併

せて、当然に撤廃されるべきである 

 

○ 法人事業税の暫定措置は当時の石原知事と福田総理との間で交わされた「税制

の抜本的改革まで」という約束で導入されたものである。 

 

 

 
《平成 19 年 12 月 11 日 石原知事のコメント（福田総理との会談について） 抜粋》

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今回の法人事業税の取り扱いは、大都市の財源を理由なく地方に移転させる

もので、地方分権に逆行するばかりでなく、税の原則に反し、都として納得で

きるものではない。 

・ 地方財源の充実は小手先ではなく、消費税の税率引上げと地方の配分拡大と

いう抜本的改革により行うべきである。 

・ 今回総理が、首都東京の活力の増進が国の発展に不可欠との認識を示した上

で、都の重要施策の実現について踏み込んだ提案をされたことは重要である。

・ これを踏まえ、今回の措置を税制の抜本改革までの暫定措置とすることを条

件に、協力することとした。 

 

 《平成 20 年度与党税制改正大綱（平成 19 年 12 月 13 日自由民主党・公明党） 抜粋》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

喫緊の政治課題である地域間の税源偏在の是正に早急に対応するため、消費税

を含む税体系の抜本的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の

一部を分離し、地方法人特別税及び地方法人特別譲与税を創設することにより、

偏在性の小さい地方税体系の構築を進める。 

 

○ 消費税率の引上げと同時に暫定措置撤廃・法人事業税の復元を行わないことは、

重大な信義則違反である。 
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２ 「東京に税収が偏在しており、財政力格差の是正

が必要」との主張は、多くの誤解によるものである 

  ～法人住民税の国税化・交付税原資化には反対～ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

東京都は財政的に富裕であるとし、地域間の税源偏在や財政力格差の是正が必

要だという意見があるが、これらは、物事を一面的に捉えた議論であり、都財政

の実態などとはかけ離れたものである。 

 

 

 

地方税収の偏在度は、平成元年度の 4.9 倍が平成 23 年度には 2.5 倍

となるなど、中長期的に縮小傾向にある 

 

○ 地方税収の偏在度は、地方消費税の導入や個人住民税率のフラット化などによ

り、縮小傾向にある。  

 

○ 現状では、暫定措置導入時ほどの税収の偏在は存在していない。  

 

 

 

《人口１人当たり税収額の偏在度の推移 最大（東京）／最小の倍数》 

（倍率） 
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法人事業税分割基準見直し 
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地方消費税導入 
（平成 9年度以降影響）

 

 

 

 （年度） 

※税収額は道府県税であり、地方法人特別譲与税を含まない 
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偏在性の小さい地方消費税が拡充されることにより、暫定措置を撤廃

したとしても、税収の偏在度は暫定措置導入前の３倍を超える水準か

ら、2.5 倍を下回る水準まで改善される 

 

《地方消費税・消費税率の推移（消費税率相当）》 

 現行 平成 26 年 4 月～ 平成 27 年 10 月～ 

地方消費税 1％ 1.7％ 2.2％ 

消費税率 4％ 6.3％ 7.8％ 

合計 5％ 8％ 10％ 

 

偏在性の小さい地方消費税の拡充 
 

 

 

《法人事業税の暫定措置導入判断時と地方消費税引上げ後における税収偏在の状況》 

  

17 年度 

（暫定措置 

導入判断時）

23 年度 
暫定措置 

撤廃・復元 

地方消費税 

引上げ（2.2%）

最大（東京都） 219,360 円 173,897 円 202,679 円 236,126 円

最小（沖縄県） 69,347 円 69,461 円 76,515 円 94,874 円

人口 

１人当たり

道府県税収 最大／最小 3.16 倍 2.50 倍 2.65 倍 2.49 倍 

 

 

※人口 1人当たり道府県税収は、各年度の「地方税に関する参考計数資料」による 

※暫定措置撤廃・復元及び地方消費税引上げ後の税収は、23 年度都道府県税決算見込調べ等に基づき、東京都

が試算した 
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地域間の税収格差を調整するのは、地方交付税の役割である 

地方交付税による財政調整後の、東京都の人口１人当たりの一般財源

は全国の平均以下である 

 
○ 税収の偏在は、地方交付税で調整を行うことが筋であり、既に地方交付税によ

り、人口１人当たりの一般財源ベースでは、十分に調整がなされている。 

 
 

 
《人口１人当たりの一般財源（平成 23 年度決算・都道府県）》 
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○ 国税収入全体の約４割にあたる約 17 兆円（平成 23 年度）が東京都域からの収

入であり、この一部が交付税原資となって地方に配分されるなど、東京の活力が

地方を支えている。 
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地方税財政制度の議論は、短期間の税収動向のみをもって行うべきで

ない 

○ 法人事業税の暫定措置は、法人事業税の税収が上昇傾向にあった平成 17 年度

から平成 19 年度の状況を見て導入された。 

 

○ しかしながら、東京都は、景気変動の影響によって年度間の税収の増減が激し

い不安定な歳入構造にある上、地方交付税の不交付団体であるため、税収が減少

局面にあっても、国による財源保障はなされない。 

 

○ 実際、平成 20 年のリーマンショック後には、地方の一般財源が安定的であっ

たのに対し、東京都の一般財源は１年で１兆円も減少している。 

 

 
《一般財源の推移》 

 

平成元年度＝100  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
80

100

120

140

160

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

リーマンショック

都の一般財源 暫定措置導入判断

地方一般財源総額 
（水準超経費（注）除く） 

 

 

（年度） ※地方一般財源総額（水準超経費除く）は、地方財政計画ベース 

※都の一般財源は、当初予算ベース 

（注）水準超経費とは、地方財政計画に計上されている地方交付税の不交付団体の標準的 

   行政水準を超える必要経費 
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今日の都財政の健全性は、国や地方に先駆けて行財政改革に取り組ん

できた成果によるものである 

 

○ 東京都はバブル経済崩壊後、聖域なく施策を見直すなど、国や地方全体に比べ

て厳しい歳出削減に取り組んできた。 

 

○ また、財政再建を達成した後も、むやみに一般歳出を拡大することなく、税収

が好調な時には、基金を積み立て、都債の発行を抑制するなど、財政基盤の強化

に不断に努めてきた。 

 

 《一般歳出の推移》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
80

100

120

140

160

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

平成元年度＝100 

地方財政計画 

国（一般会計）

東京都（一般会計） 

 （年度） 

   ※国（一般会計）及び東京都（一般会計）は、当初予算ベース 

 

○ 一部には、「今後、景気回復により法人二税の税収増が見込まれることから、 

引き続き偏在是正措置が必要」との主張があるが、税財政の議論の際には、前提 

となる財政構造の違いや、これまでの改革努力などを十分踏まえるべきであり、 

景気循環の一局面だけを捉えて偏在是正の必要性を論ずるべきではない。 



 

＜国や全国知事会の検討組織での意見に対する反論＞ 

 

 

 

 
 

（意見）今回の地方消費税の拡充による、東京都の増収額は社会保障

給付費の増加額を上回り、財政力の格差が拡大するのではないか 

 

 

 
 
 
 

（東京都の反論）東京都には、地方消費税の増収を上回るだけの膨大

な需要が存在している 

 
 

○ 東京都の福祉関係予算はこの 10 年間で 1.5 倍、年平均 300 億円のペースで増

加している。 

 
 
 
 
 《東京都の福祉関係予算の推移》 

 
 （億円） 

 

6,833
7,275

7,600
7,931

8,199
8,475

9,246
9,553

9,982
10,197

5,000

7,000

9,000

11,000

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （年度）

 ※東京都予算案の概要（目的別内訳「福祉と保健」）より作成 

 
 

○ 急速に進む少子高齢化などに伴い、この先も社会保障等に係る財政負担は大幅

な増加が見込まれる。 
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○ 東京都の高齢者人口の増加率は、地方圏を大きく上回る。 

 

 

 
 

《三大都市圏と地方圏の 65 歳以上人口推計（2010 年＝100）》 

115

124

131

141

154

118

127
130

143

112

120 121 120 118 119

121

100

125

135

100

110

120

130

140

150

160

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

 
 東京都

 
 三大都市圏

 
 
 
 
 地方圏

 
 
 
 

 

 

 

 

○ 東京都の高齢者人口は、平成 22 年の 268 万人が平成 52 年には 412 万人と 144

万人増加する見込みである。この増加数は、京都市（147 万人）や川崎市（143

万人）の総人口に匹敵するほどの規模である。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 （出典）「日本の地域別将来推計人口（2013 年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）より 

（年度）

（年）

    （平成 22 年）        （平成 32 年）        （平成 47 年）        （平成 52 年） 

（出典）「日本の地域別将来推計人口（2013 年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）より 

三大都市圏（東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 

      名古屋圏：愛知県、岐阜県、静岡県、三重県 

      大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県） 

地方圏・・・三大都市圏以外の道県 

 

268万人 412万

平成22年 平成52年

1.5倍、144万人増加

人

《平成 52 年までの 65 歳以上人口の増減数（平成 22 年比）》 
（万人） 

  150 144 

90 

  130 

  

70 

110 
109 

73 

    0 
東京都 神奈川県 埼玉県 高知県 島根県 秋田県

▲759 人 ▲14,595 人▲4,941 人 
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○ 高齢者人口の増加により、介護給付等に係る負担は今後も増加が見込まれる。 

 
 《介護保険・後期高齢者医療制度に係る東京都負担の将来推計》 

 

902
1,429

2,005
2,696710

1,094

1,365

1,666

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

22 27 32 37
（年度）

（億円）

　　　 後期高齢者医療給付
        介護給付

2,750億円

 ＋911億円

＋847億円

＋992億円

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※介護給付は「社会保障に係る給付費等の将来推計（平成 24 年３月）」（厚生労働省）に基づき試算 

 ※後期高齢者医療給付は「医療費等の将来見通し及び財政影響試算（平成 22 年 10 月）」（厚生労働省）に基づき試算 

 ※平成 22 年度は予算額 

 

○ 保育所入所待機児童は、都市部に集中しており、東京都が全国の約４割を占め

ている。今後も保育サービスの整備が必要である。 

  
《待機児童数（平成 25 年４月１日現在）》 

 

1 東京都 8,117人

2 沖縄県 1,777人

3 千葉県 964人

4 神奈川県 858人

5 福岡市 695人
都市部
80％

都市部
以外
20％

うち都：36％
 

 

 

 

※都市部は、首都圏（埼玉・千葉・東京・神奈川）、

近畿圏（京都・大阪・兵庫）の７都府県（政令指

定都市及び中核市含む）及びその他の政令指定都

市・中核市 

 

 

（出典）「保育所関連状況取りまとめ（平成 25 年４月１日）」（厚生労働省）より  

○ 保育所、特別養護老人ホームなどの施設整備に必要な用地取得には、地方圏の 

10 倍ものコストが必要となる。 

 平均価格（円/㎡） 平均指数 

東京都 308,100 100 

三大都市圏 110,403 35.8 

地方圏 30,828 10.0 

 （出典）「平成 24 年都道府県地価調査」（国土交通省）より 
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（意見）東京都には、交付税算定上の財源超過額があり、財政的に余

裕があるのではないか 

 

 （東京都の反論）財源超過額は都財政の実態を表すものではない 

 

 

 
 

交付税算定上の財源超過額は、地方財政計画で決定された地方交付税等総額

を、各自治体へ配分する過程で算定される配分技術上の数字に過ぎない 

〔交付税算定の流れ〕 

（12 月）  総務省と財務省との折衝を経て、地方財政対策で地方交付税の総額が 

決定 

 

（翌年７月）あらかじめ決められた総額と整合するよう様々な係数の調整がなさ 

      れた上で、各自治体の基準財政需要額、基準財政収入額を算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔歳入〕

＋ ……（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（交付団体）

〔歳入〕

＋ ……（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（交付団体）

〔歳入〕

＋ ……（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（交付団体）

〔歳入〕

＋ ……（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額
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収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

＋ ……＋ ……（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（翌年７月）

各自治体
の算定

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

地方交付税

（12月）

交付税総額
決定

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体

基準財政需要額

基準財政
収入額

地方
交付税

Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

その他（地方税、地方債など）

〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞
〔歳出〕

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

給与関係経費、一般行政経費など

＜地方財政計画＞

基準財政収入額

基準財政
需要額

Ｘ自治体
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収入額
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収入額
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Ａ県

＋

Ｂ市 Y自治体

（不交付団体）

財源
超過額

（交付団体）
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基準財政需要額の算定方法の変更などにより、東京都の財源超過額は都財政

の実態から大きくかけ離れたものとなっている

 

 

317

111

50
41

25 24

72 72

50
41

25 24

0

50

100

150

200

250

300

0

東京都 大阪市 名古屋市 横浜市 福岡市 京都市

（万人）

35

（特別区）

 

 

 

（１） 大都市の財政需要が適切に反映されていない

（２） 配分技術を重視した補正係数の見直しなど 

（３） 目的税収入に見合う需要が算定されていない

東京都の財源超

過額が過大に演

出されている 

 

 

（１）基準財政需要額の算定には、大都市の財政需要が適切に反映されていない 

   

 

○ 東京都では、算定に用いられる昼間流入人口の数値自体に割落としがかけられ、

317 万人の昼間流入人口が 72 万人に割り落とされている。 

○ 昼間流入人口などを割り落とさずに算定した場合、都（大都市分）の基準財政

需要額は 3,326 億円以上の増額となることが見込まれる。 

○ これだけで、平成 25 年度の東京都の交付税算定上の財源超過額 3,309 億円を

上回る。 

 
《大都市の昼間流入人口算定状況》  

 

 

 

 

２割程度しか 

需要として見られていない

昼間流入人口は、72 万人

を上限としている 

 

 

 

 

 

 

 

 
※昼間流入人口の基礎評点により算出したもの 

（出典）「平成 22 年国勢調査従業地・通学地集計 従業地・通学地による人口・産業等集計」（総

務省統計局）より 
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（２）近年、地方の財政需要を把握するというよりは、配分技術を重視した需要算

定が行われている 

 

○ 財政調整機能を強化することを目的として、補正係数の見直しなどが行われて

いる。 

① 段階補正の見直し（平成 22 年度復元額 700 億円（全国ベース）） 

  地方交付税を財政力の弱い市町村等に手厚く配分するため、標準団体（人口

10 万人）未満の市町村について段階補正（注）の係数を引き上げている。 

 （注）段階補正：人口規模などに応じたコスト差を反映させるためにするもの 

 《（例）市町村分の保健衛生費段階補正係数比較》

 
測定単位
（万人）

平成21年度
A

平成22年度
B

増減
C＝B-A

東京都（特別区）　849 0.871 0.842 △ 0.029

150 0.874 0.853 △ 0.021

50 0.891 0.878 △ 0.013

30 0.912 0.903 △ 0.009

標準団体　　10 1.000 1.000 0.000

3 1.187 1.210 0.023

2 1.290 1.345 0.055

1.2 1.503 1.582 0.079

0.8 1.865 1.923 0.058

0.5 2.456 2.566 0.110

上限値 2.850 2.995 0.145

引
上
げ

引
下
げ

 

 

 

 

 

 

 

 

② 普通態容補正の見直し 

  平成 21 年度から平成 22 年度にかけて、都（大都市分）の地域振興費（人口）

に係る普通態容補正（注）の係数が大幅に引き下げられている。 

  その結果、地域振興費（人口）の基準財政需要額は全国と比べて大幅に減少し

ている。 

 （注）普通態容補正：都市規模の違いなどから生じる行政の質量差を反映させるためにするもの 

 

 

 

 

 
 

※全国分は市町村分の一本算定による地域振興費（人口）の合計 

区分
平成21年度

A
平成22年度

B
増減額
C=B-A

増減率
D=C/A

東京都 3,204億円 2,475億円 △ 729億円 △ 22.8％

（普通態容補正係数） (32.014) (21.212) (△10.802)

全国（都除く） 12,107億円 11,833億円 △ 274億円 △ 2.3％

《地域振興費（人口）に係る基準財政需要額比較》 

全国と比較して

大幅な減少率
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○ こうした補正係数の見直しなどが行われたことにより、都（大都市分）と市町

村全体の基準財政需要額の算定動向には大きな差が生じている。 

 

 《１人当たり基準財政需要額の推移（市町村分、Ｈ12＝100）》 

80

85

90

95

100

105

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

東京都大都市分

市町村全体

 

 

 

 

 

 

 

 

（年度）  

     ※基準財政需要額は、臨時財政対策債発行可能額振替前の額 

      ※人口は、国勢調査を基準とした各年 10 月１日現在の推計人口 

 

（３）都市特有の需要を賄うために課税している目的税収入に見合う需要算定がな

されていない 

 

○ 目的税は、本来、個々の自治体の特定の財政需要を賄うための税財源である。 

 

○ このうち、事業所税（注）については、人口・企業が集中し、都市環境の整備を

必要とする都市的財政需要とそこに所在する事業所等との受益関係に着目して

課税している。 

  （注）指定都市等が、都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費用に充てることを目的

として課す税金（地方税法 701 条の 30） 
 
 
○ こうした目的税収入を交付税制度上考慮することは、全国的に共通した財政需

要に対して財源保障を行う交付税制度の趣旨になじまない。 

 

○ 基準財政収入額に事業所税を算入するのであれば、それに見合う需要額を算定

すべきところ、事業所税の収入額に見合う需要算定とはなっていない。 

《東京都（大都市分）における事業所税の状況》 
 
平成 25 年度基準財政収入額の算入額   710 億円 

平成 25 年度基準財政需要額の割増額   445 億円  算入率 62.7％ 

 

 

 

 

- 20 -
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実質単年度収支が赤字で都財政が厳しい時でも、交付税算定上は巨額の財源

超過額が算定されている 

 

○ 単年度収支から基金の積立や取崩などの実質的な黒字要素や赤字要素を控除 

 した実質単年度収支と財源超過額の推移を比較すると、実質単年度収支が赤字で  

 都財政が厳しい状況にある時でも、巨額の財源超過額が算定されている。 

 

△ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

実質単年度収支 財源超過額

（億円）

（年度）

《東京都の実質単年度収支と財源超過額》 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

交付税算定上の財源超過額等の数値は、配分技術上の数字に過ぎず、

税源偏在や財政力格差を表す指標足りえない 

 

○ 総務省の検討会報告書（案）では、基準財政需要額に対する財源超過額等の割

合などを用いて、税源偏在・財政力格差を判断することが有効とされている。 

 

○ しかしながら、あらかじめ決定された地方交付税を配分するために、総務省が

定めた基準に基づき算定された「基準財政需要額」や、その結果、出てくる「財

源超過額」は配分技術上の数字に過ぎず、この二つの割合を算出したところで、

税源偏在や財政力格差を表わす指標足りえないのは明らかである。 



 

 

 

 

 

法人住民税を一部国税化することは、拡充すべき自主財源である地方

税を縮小することにほかならず、地方分権の流れに逆行する 

 

○ 国や全国知事会の検討会では、法人住民税の一部を国税化し、交付税原資化す

る案が提案されている。 

 

 《地方法人課税のあり方等に関する検討会報告書（案）（平成 25 年 10 月 30 日） 抜粋》 

 

 

 

 

 

 

 

 

当検討会としては、税制抜本改革法第 7 条第 5 号ロの規定（「税制の抜本的な

改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことによ

り税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制

全体を通じて幅広く検討する」）に基づき、関係者の理解が得られる範囲内で、

地方消費税の税率引上げに併せて、都道府県及び市町村の法人住民税法人税割の

一部について交付税原資化を図ることを検討すべきであると考える。 

 

 

《法人住民税の一部国税化・交付税原資化イメージ図》  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県分
（6,391億円）

市町村分
（1兆5,978億円）

法人税
(国税)へ
逆移譲

交付税
原資へ

交付団体

交付団体

不交付団体

地方交付税

※（　）内は全国における平成23年度の決算額であり、超過課税を含まない

法人住民税（法人税割）
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 問題点１ 地方の財政自主権を切り崩すもの 

 

・ 地方法人課税は、受益と負担という地方税の基本原則に基づき、法人に応分

の負担を求めるものである。 
  

・ 法人住民税は、都道府県だけでなく、市町村の基幹税の一つであるという事

実を無視し、この貴重な地方財源を、偏在是正の手段として国に逆移譲するこ

とには、合理性・正当性はなく、将来にわたり地方の財政自主権を切り崩すも

のである。 

 

 問題点２ 地方交付税への依存を高め、地方分権に大きく逆行するもの 

 
・ 地方の基幹税の国税化により、地方交付税への依存度が高まれば、地方の自

律的な財政運営が阻害され、地方が自らの財源と責任に基づいて行財政運営を

行うことができるように地方税の充実を図るという、地方分権の考え方に大き

く逆行する。 
  

・ また、本年６月政府が決定した「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・

経済再生～」の中で示された、「不交付団体を拡大していく」という方針にも

反する。 
 

 問題点３ 交付税総額の増に繋がる保障はない 
 
・ 地方交付税の総額は、総務省と財務省の折衝により決定されるものであるこ

とから、実際に交付税総額が増えるという保障はなく、結局、地方の財源が国

の財政再建に用いられるだけとなる恐れがある。 

 
 

◇地方税を国税に逆移譲して交付税原資化することには、以下のような問題もある。 

交付税の算定では、交付団体の収入が減った場合、その 75％分が基準財政収入額の減となる。こ

のため、基準財政需要額を一定とすれば、交付税の増は、国に逆移譲した額の 75％分だけで、留

保財源相当の 25％分は国に召し上げられることになる。 

国税化した税収の25%

国へ交付税の増

【現在】

【国税化した場合のイメージ】

基準財政需要額

 交付税
 留保
 財源

基準財政収入額(75%)

 交付税
留保
財源

基準財政収入額

地方税
国税化

 交付税
留保
財源

基準財政収入額

75％ 25％

国税化した税収の75%

（25%）

標準税収入
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３ 国の成長戦略と連動しながら、日本経済

の成長を牽引することが東京の使命 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

○ 経済のグローバル化が進展する中、一国の競争力は、国際的な都市間競争に打

ち勝てる大都市を持ち、その大都市の成長を揺るぎないものにできるかどうかに

かかっており、都市の持つ力がそのまま国家の盛衰を左右することになる。 

○ 東京は、日本を代表する都市として、2020 年東京オリンピック・パラリンピ

ックを推進力としながら、我が国の成長エンジンとしての役割を果たしていかな

ければならない。 

 
 
 
 
 
 

○ 名目ＧＤＰはメキシコやオランダとほぼ同規模であり、一つの国に匹敵する。 
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《主要国との名目 GDP 比較》 

日本経済の再生には、経済の牽引役である東京の国際競争力を高め、

より多くの富を生み出していくことが重要である 

113.9
110.6

91.1

80.7

64.9

0

20

40

60

80

100

120

韓国 メキシコ 東京 オランダ トルコ

（兆円）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※東京は平成 22 年度、その他は平成 23 年度 

※「世界の統計 2013」（総務省）、「平成 22 年度県民経済計算について」（内閣府）より作成  
 

○ 日本全体で企業等が生み出す付加価値額の約２割が東京から生み出されてい 

 る。 

 《付加価値額（平成 24 年）》 
 

22.7％ 

東京：55.7 兆円  
※付加価値とは、企業等の生産活動によって新

たに生み出された価値。営業利益に給与総額と

租税公課を足した額を付加価値額という。 

 

 その他： 

137.9兆円 

56.2

 

 ％ 

：51.7 兆円 21.1％ 

大阪、愛知、神奈川 

  

 （出典）平成 24 年経済センサス‐活動調査 

（総務省・経済産業省）  



 

 

 

 

 

 

 

東京がその活力を高め、日本全体を牽引していくためには、取り組む

べき課題が山積している 

 
① 都市の活力を高める取組 

 

 

 

 

 

 

東京が、激化する国際的な都市間競争を勝ち抜き、グローバル都市としての

地位を維持していくためには、東京を住みやすく、働きやすい魅力ある都市

にしていかなければならない 

《環状道路整備率》  ○ 交通渋滞の解消、環境改

善などの観点から整備が必

要 

％ 
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 （出典）国土交通省資料 
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ロンドン パリ ニューヨーク 東京 シンガポール 香港

《道路の無電柱化率》 ○ 都市防災機能の強化、良

好な都市景観の創出など

を図るため整備が必要 

％ 

※東京は 23 区の一般道及び都道 

（出典）国土交通省資料 
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㎡/人 
《１人当たり公園面積》 ○ 公園緑地は、都市気候の

調整など重要な役割を担

っており、首都東京を緑あ

ふれた都市にするため整

備が必要 
（出典）国土交通省資料 

都市 
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ロンドン パリ ニューヨーク 東京 シンガポール 香港 上海

《国際線直行便就航都市数》 ○ 羽田空港の更なる空港

容量の拡大・国際線の増

枠、横田基地の軍民共有化

に向けた取組が必要 

（出典）森記念財団「世界の都市競争力ランキング 2012」より 
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② 都市の安全・安心を確保する取組 

 

 

日本の弱みとされる自然災害のリスクに対しても、万全の備えを講じ、首都

機能を維持していく取組が必要

○ 東京には、政治・行政・経済の中枢機能が集中しており、首都直下地震により

これらの機能が不全に陥れば、日本全体の国民生活や経済活動が麻痺して甚大な

損失が生じる。 

 

○ 首都直下地震は、間接被害である生産・サービス低下による被害の割合が南海

トラフよりも高いのが特徴である。東京の防災力を強化することは、間接被害を

減少させ、ひいては地方への経済損失も減らすことになる。 

 

《首都直下地震等による被害想定》 

（経済損失）            

項目 首都直下地震 南海トラフ 

直接被害 66.6 兆円 97.6 兆円

生産・サービス低下 39.0 兆円 30.2 兆円

交通寸断の影響 6.2 兆円 15.7 兆円

合計 111.8 兆円 143.5 兆円

 

（帰宅困難者） 

東京都市圏内からの訪問者 約 471 万人

東京都市圏外からの訪問者（海外からの訪問者含む） 約 45 万人

計 約 517 万人

※東京都市圏とは、東京都市圏パーソントリップ調査の対象地域で東京を中心とする半径約 80 キロ圏域 

 

（出典）首都直下地震：平成 20 年 12 月 中央防災会議資料より

    南海トラフ ：平成 25 年３月 中央防災会議資料より 

 
 

 

 
 
  

500 億円 

【今後の主な財政需要】 

○木造住宅密集地域対策         約 

○津波・高潮対策            約 

○緊急輸送道路等の機能確保       約 

3,400 億円 

4,300 億円 
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老朽化したライフラインや都市施設の維持・更新を進めて、都市の防災力を

向上し、安全な都市を実現していく取組が必要

 

○ 東京の社会資本の多くは、高度経済成長期に建設されたため、全国よりも早く

更新時期を迎える。 

《建設後 50 年を経過する社会資本ストックの割合》          

 
 
 
 

 

     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
※東京都の基準年（度）は下水道管は平成 24 年、橋梁は平成 20 年 

※全国の基準年（度）は平成 21 年度 

 

11%

30%

53%

3%
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22%
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下水道管 

橋梁 
34%

55%

76%

8%

25%

51%
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 【主なインフラの更新費用】 

○下水道管の再構築       約１兆 3,000 億円 

○橋梁の更新            約 5,000 億円 

○浄水場の更新             約１兆円 



 

  

 

 

 

東京への投資は、ひとり東京だけが利益を受けるものではなく、 

その効果は全国に波及する 

 

 
東京の道路などの都市インフラ整備による便益は、広く全国に及ぶ 

 

○ 首都高都心環状線の走行車両（46 万台/日）の約６割が通過交通となってい

るなど、東京の都市インフラは、都民が利用するだけではなく、国民生活や経

済活動を支える交通インフラとして欠かすことができないものとなっている。 

 

○ 東京へのインフラ投資の効果は東京のみならず、日本全国に波及するもので

あり、日本経済の活性化に向け、今後とも着実に進めていく必要がある。  

 

《事業中の主な事業》 
 

東京外かく環状道路の整備 
 

（事業概要） 

・ 整備区間 関越道～東名高速間（約 16km） 

・ 総事業費 約 1.3 兆円 

（都の負担割合 国の１／４） 

 

（整備により見込まれる効果） 

① 環境改善効果 

二酸化炭素削減（約 30 万ｔ/年）など 

② 所要時間短縮 

開通前：約 60 分 ⇒ 開通後：約 12 分  

（東海・東北間等広域の物流のスピードアップ） 

③ 経済効果  

年間約 3,000 億円 

（走行時間短縮・走行経費減少・交通事故減少等） 
  
（出典）国土交通省関東地方整備局ホームページ、 

    東京都公表資料「外環（東京外かく環状道路）関越道～東名高速間」などより 

 

 

東京外かく環状道路 
（関越道～東名高速） 
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東京への外国人旅行者の増加は、日本全体への旅行者の増加に繋がる 

○ 観光産業は今後も右肩上がりの成長が見込まれる貴重な産業分野である。東

京都は、旅行者の更なる増加をもたらす羽田空港の再拡張・国際化に対し財政

負担をするなど、外国人旅行者の誘致に取り組んできた。 

 

《羽田空港の再拡張・国際化》 

・新たに４本目の滑走路（Ｄ滑走路）を整備 

 ⇒発着能力を増強するとともに、国際線の発着枠を確保し国際定期便を受入 

 【発着枠  30.3 万回 → 41.0 万回（うち国際線６万回）※25 年７月現在】  

・総事業費約 7,500 億円（都は総額約 1,085 億円の無利子貸付による協力を実施） 

・経済効果（国土交通省試算） 

 

 

 

 

   

 

（年間） 

 《国際線３万回導入時》 

全国への経済効果 

7,832 億円 東京都 １兆 689 億円 

 

277

556

1,000
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12 24 29
（年）
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約２倍に増加

更なる増加が
見込まれる

（出典）「平成 24 年東京都観光客数等実態調査」、「東京都観光産業振興プラン」より 

《訪都外国人旅行者数の推移》 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

○ 東京圏は、外国人旅行者の多くが訪れる重要なエリアであり、旅行者を引き

付ける資源が集積している。今後、東京が中心となって、国や他の自治体と連

携を図り、新規市場の開拓やビジネス客の誘致などの観光施策を展開し、日本

のゲートウェイ（玄関口）として外国人旅行者を誘致していくことが重要であ

る。 
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ＭＩＣＥ誘致は東京だけでなく全国にも経済波及効果を及ぼす 

○ ＭＩＣＥ（注）には、ビジネス機会やイノベーションの創出、都市の競争力・

ブランド力の向上などといった効果に加え、大きな経済波及効果が期待できる。 

 
（注）MICE とは、M：Meeting（企業系会議）、Ｉ：Incentive（企業の報奨・研修旅行）、Ｃ：Convention

（国際会議）、Ｅ：Exhibition/Event（展示会・見本市、イベント等）を総称した造語であ

る。 

 《第 67 回ＩＭＦ・世界銀行グループ年次総会による経済波及効果（推計）》

 総消費額
約１０７億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 東京における国際会議の件数は増加傾向にあるものの、シンガポールやソウ

ルなど競合都市は強力に誘致を推進しており、東京も誘致策の充実を図る必要

がある。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 （出典）「2011 年国際会議統計」（ＪＮＴＯ）より

（出典）「第 67 回国際通貨基金（IMF）・世界銀行グループ年次総会開催時における東京都の取組につい

て」（東京都）より 

《国際会議の開催件数》

142
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東京（23区）

シンガポール

（年）

ソウル

全国 都内

経済波及効果
約１８９億円

経済波及効果
約２５０億円

税収誘発効果

約３０億円

（国税収入額）

雇用誘発効果

約１，０２０人

（都内）

雇用誘発効果

約１，３００人

（全国）

税収誘発効果

約４億円

（都税収入額）
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首都の治安を守る警察業務は、日本全体の社会機能の維持にも寄与 

 
○ 警視庁は、自治体警察業務に加え、本来国の責務で行われるべきである首都

警察業務も担っている。 

○ こうした取組は、東京に暮らす人々の安全・安心の確保だけでなく、国家の 

中枢機能、ひいてはわが国の国民生活や経済活動の基盤の維持にも大きく寄与 

するものである。 

 

 
 
  

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

自治体警察業務 首都警察業務 

○大都市特有の需要が存在 

・300 万人を超える昼間流入人口 

・大規模な繁華街の集中 

○皇室関係の警護・警備 

○国会、総理官邸等の警戒 

○外国公館の警戒 

○大臣及び政党等要人の警護 

+ 

大都市特有の需要及び首都警察業務に相当する経費を試算 

⇒約 2,617 億円 

警視庁の業務 

（試算の考え方） 

・東京都の人口１万人当たりの警察官（政令定数）は、全国平均の 1.77 倍

である（東京都 32.3 人、全国（東京都除く） 18.3 人）。 

・全国の水準で東京都の警察官を算出すると 24,082 人であるのに対し、実

際の東京都（警視庁）の政令定数は 42,472 人である。 

・全国水準を上回る 18,390 人が、大都市特有の需要及び首都警察業務への

対応に必要な人員と考えられる。 



 

  

 

 

2020 年東京オリンピック・パラリンピックは東京、そして、日本の

更なる発展の起爆剤となるものである 

 

 

 

 

オリンピック・パラリンピック開催に伴う経済波及効果は広く全国に及び、

その規模は約３兆円にも及ぶ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

《オリンピック開催国への外国人旅行者数の推移》 
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1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006 2008 2010 2012

（百万人）

開催決定年を含むそれ以前10年間のトレンド

開催決定年

（2001年）

北京オリンピック開催

（2008年）

WTO加盟

（2001年）

(注)中国への外国人到着数（香港、マカオ、台湾人を除く）。

(資料）国家旅游局

（年）
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34
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（百万人）

開催決定年を含むそれ以前10年間のトレンド

開催決定年

（2005年）

ロンドンオリンピック開催

（2012年）

(注)英国を訪問した外国人の総数(日帰り客を含む)。

(資料）Office for National Statisiticｓ

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

オリンピック・パラリンピック開催決定は長期間にわたり、外国人旅行者数

の大幅な増加をもたらすことが期待される 

全国 ２兆９，６０９億円 

（東京 １兆６，７５３億円） 

全国 １５万２，２０２人

（東京 ８万３，７０６人） 

英国（2012） 中国（2008） 

雇用誘発数 

生産誘発額 

（出典）「【緊急リポート】2020 東京オリンピックの経済効果～五輪開催を触媒に成長戦略の推進を～」

   （みずほ総合研究所） 
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４ 目指すべき地方税財政制度改革の方向     

  ～総体としての地方税財源の拡充こそが必要～  

     

 



 

 

 

地方財政の財源不足は、地方間での財源の水平調整では解消しない 

○ 地方財政が抱える 13.3 兆円という巨額の財源不足の問題は、都市の財源を

狙い撃ちした財政調整によって解決することは困難である。 

 

○ 都市と地方が限られた財源を取り合うという対峙的な発想ではなく、より多

くの付加価値をより効率的に生み出すための戦略的な投資によって日本全体

を活性化させ、税収全体のパイを拡大させていくという視点が大切である。 

 

○ 2020 年東京オリンピック・パラリンピックを推進力としながら、東京が日本

経済の成長を牽引し、その効果を全国に波及させていくことが重要である。 

 

《地方財政の財源不足額の推移》  （兆円）
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地方の真の自立には、自主財源である地方税の拡充が必要である 

○ 地方が自らの財源と責任に基づいて地域の活性化に取り組んでいくために

は、国から地方への権限移譲、国の手続的関与の廃止・縮小と併せて、国と地

方の税財政制度の見直しを行う必要がある。 

 

○ その際には、自立した地方が地域の課題に自主的に取り組めるよう、地方自

治体の課税権、地方税の応益原則、税源涵養インセンティブを踏まえつつ、地

方分権改革推進委員会「第４次勧告」にもあるように、総体としての地方税源

の拡充を目指していくべきである。 
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○ また、法人事業税については、中小法人の負担に引き続き配慮しつつ、税収

の安定化等に効果のある付加価値割など外形標準課税の拡大を図り、応益性と

しての性格を明確にしていくべきである。 

 

 

 
必要かつ十分な地方交付税の総額の確保が必要である 

○ 同時に、地域の実態を踏まえ、適正な財政需要に基づく、必要かつ十分な地

方交付税総額を確保し、地方交付税の財源保障機能と財源調整機能を適切に発

揮させることが必要である。 

 

 

 《地方分権改革推進委員会（第４次勧告）（平成 21 年 11 月９日） 抜粋》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税の充実と望ましい地方税体系の構築 

第一に、地方税を充実することによって、地方財源に占める地方税の割合が高

まり、地方自治体が自らの責任で効率的な自治体経営を行うための基盤が形成さ

れる。そのためには、国と地方の歳出比率が４：６であるのに対し、税源配分が

６：４であることや、国と地方が対等・協力の関係にあることを考慮し、国と地

方の税源配分を５：５とすることを今後の改革の当初目標とすることが適当であ

る。 

第二に、地方税の体系を、税源の偏在性が少なく、税収安定的な構造になるよ

うにすることは、地域の財政力格差を是正するうえでも重要な課題である。様々

な税目について検討が必要となるが、地方消費税の充実を中心とすべきである。
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